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要 約  本稿の目的は,筆者がアメリカのテンプル大学 FOXビ ジネス・スクール会計学部に訪問学

者として在籍 していたときの経験をもとに,ア メリカにおける会計の Ph.D.教育を紹介 し, 日本の

Ph.D.教 育に対し提言を行うことである。本稿では,①インテンシブなPh.D.プログラムはPh.D.学生の

成長スピードを速める ;②学生に理論を教えると同時にその理論の限界を教え,特定の研究手法を教え

ると同時にその研究手法の限界も教えるべきである :③ Ph.D.教育の質は教員の研究能力に大きく依存

するので,教員の研究時間を確保するために講義負担を減らすことが重要である ;④ Ph.D.学生への潤

沢な資金援助は,学生が学業に専念できる環境を作り,結果として一国の学術研究の国際競争力につな

がるという四つの点において, 日本の Ph.D.教 育への示唆を指摘した。

キーワード  Ph.D教育,会計教育,事例,ア メリカ

方をそのまま取 り入れる必要は全 くない。しか

I は じめ に               し,ア メリカの Ph.D.教育は,日 本のよりよい

Ph.D.教育のためのベンチマークとなり,今後

本稿の目的は,筆者が 2014年 9月 から2015  世界的に活躍する日本発のアカデミアーを育成

年 8月 までの 1年 間にわたってアメリカのテ  するための参考材料になることは間違いない。

ンプル大学 FOXビジネス・スクール会計学   本稿では,FOXビジネス・スクール Ph.D.プ

部
(1)(Accollning Department of FOX School   ログラムの中にある Sudipta Basu教授 (以下 ,

of Business at Temple Un市 ersity)に 訪問学   Basu教授とする。)のセミナーを詳細に紹介す

者 (Visiing Scholar)と して在籍 していたと   ることで, 日本における会計の Ph.D.教育に対

きの経験をもとに,ア メリカにおける会計の   し何 らかの示唆を与えられれば幸いである。

Ph.D.儘
)教

育を紹介することである。言うまで   本稿は以下のように構成されている。第Ⅱ節

もなくアメリカの会計教育は,ア メリカの社   では, 日本との違いに着目してアメリカにおけ

会,経済環境および文化に適合 した人材を育成   る Ph.D.教育の概要を紹介する。第Ⅲ節では
,

するために設計されている。異なる社会,経済   テンプル大学 FOXビジネス・スクールにおけ

環境および文化を有する日本がアメリカのやり   る Ph=D.プ ログラムを通 じて,文献では知るこ
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とが難 しいアメリカの Ph.D.プ ログラムの進め

方をより詳細に見ていく。第Ⅳ節では,Basu

教授による資本市場研究セミナー (Seminar in

Capital Mal‐kets Research)に ついて,Ph.D.セ

ミナーー般に対 し示唆を与えられる部分に着目

して詳細に紹介する。第V節では,前述の紹介

を踏まえ,日 本の Ph.D.教育に対 し提言を行う。

Ⅱ アメリカにおけるPh.D.プ ロ
グラムの概要

ここでは第Ⅲ節とⅣ節におけるテンプル大学

の事例紹介に先立って,ま ずアメリカにおける

会計の Ph.D.教 育の概要について日本との相違

点に着目して紹介する 131。

1 入学試験

アメリカにおける会計の Ph.D.プ ログラム

は,受験生の専門知識を測るための入学試験

はな く, 適性 を淑1る Graduate Management

Admission Test(GMAT)も しくはGraduate

Record Examination(GRE)の 成績,学部や

大学院での成績,資格,過去の勤務経験,推

薦書などに基づいて入学の合否判定が行われ

る (Buchholz et al.(2013),p.8Q」agarmathan

Krishnan教 授へのインタビュー
“

))。 また,

修士学位の取得は入学の必要条件になっていな

υヽ。

2 Ph.D.学生の特徴

(1)入学前の学位

前述したように修士学位は入学要件ではない

が,実際は9割以上の学生が修士号を取得して

いる。修士号の所有者が約 93%,会計の修士

号の所有者が約 50%,経営学修士号 (MBA)

の所有者が約 20%,公認会計士資格の所有者

が 50%を 占めている (Brink et al.(2012),p.

923)。

(2)勤務経験の有無

近年,ア メリカの各大学では入学要件として

勤務経験を重要視する傾向が強くなつている。

入学者のうち約 72%が勤務経験を持っており,

そのうち勤務年数が 5年未満の割合が 43%,

5年以上 10年 未満の割合が 19%,10年以上

の割合が 10%である (Brink et al.(2012),pp.

923‐ 924)。 Imhoff」r.(1988)では,勤務経験を

持ち企業の実態を理解していると,無意味な仮

説を立てたり,無意味な結論を導いてしまうよ

うなことを回避できるので,研究に役立つとさ

れている (p289)。 また,企業の実態や会計

の実務に詳しい場合,実務家にとって面白い論

点や研究テーマを見つけることに役立つので,

このようなバックグランドは会計研究において

極めて重要であるとされている (p.288)。

(3)GAMTの成績

入学要件 として重要な要素の一つである

GMATの 平均成績は692.85(満 点 800点 の

87%を 占める),最頻値が 710,範 囲は530か

ら790で ある (Brink et al.(2012),p.923)。

3 研究領域と研究方法

研究領域と研究方法に関するPh.D.学生の志

向は以下の通りである。45%の学生が財務会

計,26%が 監査,15%が管理会計,11%が税

務, 2%が情報システムに興味を持っている

(1%は決っていない。)(Brink et al.(2012),

p.933)。 研究方法に関しては,53%が アーカ

イバル研究 (Archiv』),16%が行動会計研究

(Behaviord),12%が 実験研究 (Expe五ment」 ),

4%がアナリテイカル (Analytical), 1%が

数学的モデル (Math Modeling)G)に 興味を

持っている (14%は決っていない。)(Brink et

al(2012),p.933)。

以上 は,Ph.D.学 生向けの調査結果である

が,英 語 圏の Topジ ャーナル (AOS,CAR,
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教育実践研究  アメリカにおける会計の Ph D教育

」AE,JAR,RAST,TAR)° )に
掲載 された論

文を対象 として調査 した研究領域 と研究方法

の選好傾向について も補助的に見てみたい。

2000年 から2007年 までの 8年間において,上
記 6ジ ャーナルに掲載 された 1,196編 の論文

のうち 61.2%が財務会計,126%が監査,12%
が管理会計,5.9%が税務,2.1%がガバナ ン

ス,6.3%がその他の領域の トピックスであっ

た (Obr et」 (2010),p.659)。 研究方法を見

てみると,64.7%が アーカイバル研究,13.7%

が TheOretical研究,13.0%が 実験研究,28%
がサーベイ研究,2.3%が レビュー,2.0%が記

述的研究,1.5%が フィール ド・スタディであっ

た。さらに,主流の研究方法であるアーカイバ

ル研究の割合をジャーナル別で見た場合,」AE
で は 81.90/0, RASTで は 63.3%, CARで は

48.9%, 」ARで は 47.8%, TARで は31.1%,

AOSで は 10.7%を 占め て い た (oler et al.

(2010),p.661)。

4 Ph.D,セ ミナー

アメリカの Ph.Dセ ミナーは日本のセミナーと

同じように学生が文献を閲読する形式で行われ

る。しかし,日本では珍しい内容のセミナーも開

講されている。以下は各大学で卒業要件として求

められる各セミナーの名称とその割合である。財

務会計 (Financi」 Semmar)が 87%,ア ナリテイ

カル (An』yuc」 seminar)が 58%,行動会計

(Behavior」 /Judgment and Decision Mttg

Seminar)が 58%,監査が 43%,入門セミナー

(Introductory Seminar)が 25%,税務が 18%,

会計情報 (AIS Se面 nar)が 10%,国際会計が

5%である (B五nlc et al(2012),p.928)。

5 ティーチング

約 96%の Ph.D学生が Ph.D.プ ログラム中に

一つ以上の科 目を教えることが義務付けられ

ている。在学中に教える科 目数は平均 4.69で

あり,科 目の種類は平均 2.08で ある (Brink et

al.(2012),pp.%9-930)。 学生がプログラム中

にテイァチングすることについて,学生にとっ

てトレーニングのよい機会になっているという

見方がある一方で,学生に大きな負担となリプ

ログラムを期間中に修了する妨げになっている

という見方もある。

6 大学からの資金援助

2012年 の時点で年平均 20,517ド ル (範 囲

7,000～ 50,500ド ル)の給付金 (Stipend)が大

学から付与 されている。給付金以外 に提供さ

れる資金援助 (学生ローン,グラン ト,奨学

金等)は 平均 7,944ド ルである (B五nk et al.

(2012),p.926)。

Ⅲ テンプル大学 FOXビジネス・
スクール会計学部における
Ph.D.プログラム

テンプル大学は,米 国ペンシルバニア州

のフイラデルフィアにある州立総合大学で,

35,000人 以上の学生数を有し, フィラデルフィ

アでは最大規模の大学である。FOXビ ジネ

ス・スクールでは会計学部を含む11の学部で

Ph.D.プ ログラムが提供されている。2014年度

時点で,会計学部は12人の教員
171を

有し,15
人の Ph.D.学生 (う ち韓国からの留学生が 6人

,

中国からの留学生が5人である。)°)が
在籍し

ていた。ここでは,当該学部における Ph D.プ

ログラムについて, 日本との相違点に焦点を当

てて紹介する。

1 コースワークと博士論文の執筆

5年間の Ph.D.プ ログラムの中で最初の2年

間はコースヮークをこなす期間である。コース

ワークというのは,2年間で基礎科目の講義や

Ph.D.セ ミナーに参加し48単位 (1科 目は3単
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位である)を修得するものである。コースヮー

クの成果を測るために, 1年 目と2年 目の終了

時にそれぞれ基礎科 目 (統計学,計量経済学 ,

経済学など)の知識をテス トするScreening

Examと , 3年 目の終了時には研究能力 (主

に Ph.D.セ ミナーで学んだ知識)を テス トする

Comprehensive Examと Vヽ う試験が設けられ

ている °)。

2014年 度 に開講 された Ph.D.セ ミナーは

「Seminar in Financial Accounting Theory」
,

「Seminar in Capital Markets Research」
,

「Seminar in Accounting Research Methods」
,

「Seminar in Auditing and Corporate

Governance」 の 4つ であった °゙。Ph D学生

はコース期間中4つ のセミナーを履修しなけれ

ばならないが, 1年度で少なくとも3つのセミ

ナーに出席するよう求められている。履修登録

した学生は指定された文献を発表 (こ こでの発

表とは,指定された文献の問題意識,理論的枠

組み,仮説,モデル,研究デザイン,結果への

解釈,論文の優れた点と改善が必要な点等の項

目についてレジュメを作成 し,説明すること

を指す。)しなければならないが,履修登録せ

ず出席している場合 (Seat inと ぃぅ。)は発表

する義務はない。1つのセミナーは週に1回の

頻度で開講され, 1回のセミナーで一般的に2

編から3編の文献を発表する (1人の院生が 1

編の文献を発表する)こ とになっている。また

1つのセミナーは履修登録者が約 4入 しかいな

い少人数クラスであるため, 2つ (も しくは3

つ)のセミナーを履修登録 している学生は,週

に平均 1～ 1.5回 (も しくは 1.5～ 2.25回 )を発

表しなければならない。

すべてのコースワークが終了した 3年 目から

本格的な博士論文の執筆に入るが, 2年 目の前

期と3年 目の前期に,それぞれ 1編の論文を書

いて学内で発表することが求められている。 し

かし,博士論文の提出要件として査読論文は含

まれていない。また,学生向けに配布された時

間割表には入学 1年 目から5年 目までのコース

ワーク,試験,SAS資格の取得,論文の発表

などに関するスケジュールが明示されている。

2 学内研究セミナーヘの参加

Ph.D.学生は 1年 目から学内で定期的に開催

される研究セミナー °1)に
参加することが必須

となっている。そして,発表者の論文を読んで

事前にコメントを提出しなければならない。ま

た,Ph.D.学 生の当該論文への理解を深め,発
表者との交流を有意義にするため,発表が行わ

れる前に学内教員によるプレ・セミナーが設け

られている。

3 ティーチング

他の大学 と同じように,Ph.D.プ ログラム在

学中にFOXビ ジネス・スクールの会計学部

生向けの講義を担当することが求められてい

る °の
。一般的には3年 目から講義担当を始め

るが,プログラム修了まで約 4科 目を担当す

る。受講者の学部生達が Ph.D.学生による講義

をどのように受け止めているのか,教員なりた

てのとき,授業準備だけに全力投球せざるを得

なかった筆者にとっては大変興味をそそる問題

である。

4 大学からの資金的援助

すべての Ph.D.学生に対 し,大学から最低 4

年間の授業料の全額免除と年間 3.5万 ドルの給

付金 (当該給付金には税金が発生 し,給料とし

て考えて差支えない。)が 5年間にわたって提

供される。この金額は 2015年度より入学する

学生から適用されるもので,前述したアメリカ

における平均レベルの約 2万 ドルを大きく上回

る。この給付金は近年何度にわたって引き上げ

られているが,2014年 度までの 2.4万 ドルから

大幅にジャンプしている。魅力的な給付金を提
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示 して優秀な学生を確保できれば,プログラム

修了後の有名大学への就職につなが り,結果と

して大学のレピューテーションを高めることに

なる。大学のレピューテーションやランキング

が上がると,優秀な学生をより募集しやすくな

るとういう好循環になる。そして,高額の給付

金で Ph.D.学生を育てているためか,教員が一

人ひとりの学生と定期的に面談し,勉強と研究

の進捗について管理している印象を受けた。

Ⅳ Basu教授による資本市場研
究セミナー

以下,筆者が FOXビジネス・スクールの会

計学部で参観 した 3つ の Ph.D.セ ミナーのうち

2015年春学期に開講された Basu教授による資

本市場研究セミナーについて詳細に紹介する。

ここでは, どのような資本市場研究の教育がな

されているかよりも,会計の Ph.D.セ ミナーー

般に対 し示唆を与えられる部分に焦点を当てて

紹介する。

1 セミナーの構成

本セミナーは会計学部とファイナンス学部の

Ph.D.学生向けの必修科 目になってお り, リー

ディング (文 献閲読),データ分析,査読 レ

ポー トの作成, リサーチ・プロポーザル (研

究テーマの発表)と いう4つ の内容で構成さ

れている。リーデイングの部分はさらにM五n

Readings, Extra Readings, Fonow_up on

Class Discussionの 3つ のカテゴリーに分けら

れ, 1学期中に 136編の論文もしくはエッセイ

のリーデイングが行われた。上の 4つの内容の

うち,データ分析,査読レポー トの作成および

リサーチ・プロポーザルの 3つの内容はアメリ

カの会計の Ph.D.セ ミナーすべてにおいて一般

的に行われる内容ではない。筆者が入手したア

メリカの 17の大学における21人の教員による

会計の Ph.D.セ ミナーのシラバスを見る限 り,

この 3つの内容は散見される程度であった。ま

た, リーディングの分量も教員によりばらつき

があった。

2 セミナーの進め方

本セミナーの 2015年春学期では,2015年 1

月か ら5月 にわたって 14セ ッシ ョン (14コ

マ)が行われた。 1セ ッションは週に 1回 ,約
4時間にわたって開講された 0°

。受講生は会

計学部の Ph,D.1年 生の 3人 とファイナンス学

部の Ph.D.2年 生の 1人であった。 1セ ッショ

ンの中では, 4人のうち2人がそのセッション

で指定された2編の論文をそれぞれ 1編ずつ発

表する。また,発表予定の論文に対 し受講生全

員がコメントもしくは質問を2つ以上作成 して

BlackbOardと 言われるウェブ上のシステムに

提出するが,すでに提出されている他の受講生

の質問と重複 してはならない。これらの質問に

対 し,セ ミナー中に Basu教授が解答する。発

表対象ではないその他の論文記事に関しては,

各論文記事から何が学べるかについて議論する

形で進める。

本セミナーにおいて BlackbOardは重要なコ

ミュニケーション・ッールである。受講生は

セミナーで取 り上げるすべての論文をこのシス

テムか らダウンロー ドし,ま た質問がある場

合はこのシステムに投稿するとSA(Student

Asdstant)が 解答 して くれる。このシステム

上には,Basu教授によリアカデミック・ライ

テイングやプレゼンテーションなどに関する有

用な情報も数多 く掲載されており,非常に充実

した資料が提供されている。

3 セミナーの具体的な内容

(1)リ ーディング

1)Main Readings

M」n Readingsのカテゴリーでは資本市場の
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イベント・スタディに関する実証研究 (た とえ

tぎ株式分割,配当アナウンス,資金調達といっ

た企業活動と,会計数値もしくは株価,株式取

引量, ビット・アスク・スプレッドといった株

式市場の変数間の関係を実証する論文)を対象

に,毎回のセッションで約 5編のリーデイング

が行われ, 1学期で合計 68編の文献を読み終

えた。このカテゴリーでは資本市場に関する古

典的な研究が数多 く取 り上げられ,1960年 代

から現在に至るまでどのような研究がなされた

のか,その変遷がわかるように設計されてい

る。Basu教授より各文献を読む理由もしくは

各文献の置付けが明示されるので,各セッショ

ンの目的や構造がわかりやすい。各セッション

で取 り上げられた M」n Readingsの トピック

スや文献一覧については紙幅の関係上割愛する

(以 下,Extra Readingsや Follow tlp on Class

Discussionに ついても同様である)。

2)Extra Readings

Extra Readingsと いうカテゴリーでは,研
究一般に関する論文もしくはエッセイが対象と

されているが,論文執筆のテクニック,研究者

としての心構え,将来就職後直面する研究と教

育のバランスの取 り方などを中心に取 り上げら

れている。 1回のセッションで約 2編の文献 ,

1学期で合計 30編 の文献のリーデイングが行

われた。このカテゴリーでは研究者として将来

直面する問題などを題材にしているため,学生

にとっては非常に有益な内容になっている。以

下,Extra Readingsの 中で Ph.D.教育一般にお

いて特に重要であると思われるセッションを

ビックァップして詳細に紹介 したい。

① セッション11:経済学を鵜呑みしない

ここでは,統計的手法とモデル分析手法に対

して批判する文献 (McCloskey(2002))に つい

て議論 した。会計やファイナンス分野におい

て,統計的手法や数学的モデルを用いた文献の

多 くは,「影響があるかどうか,つ まりYesか

Noに ついてしか回答していない。どの程度影

響があるかについてはまったく答えていない。

意思決定はYesか Noの結論ではなく, どの程

度の影響があるかによって行われる。」とBasu

教授はコメントした。そして,「数学的モデル

は証明も反証もしていない。」とBasu教授は

コメントした。筆者が院生の時に,数式が多く

含まれている文献を発表することになり,その

数式を理解するために膨大な時間をかけ,や っ

と理解できたとき,以下のようなことを思った

のをいまだに覚えている。「この文献は,文書

で書けばだれもが理解できる単純な内容をわざ

わざ難解な数式に置き換えて表現 しているにす

ぎない。音楽が得意な人が音楽で世界を表現す

るのと同じように,数学が得意な人は数式で世

の中を表現しようとするのかもしれない。しか

し,音楽は人間の心を豊かにする効果がある

が,難解な数式による表現は世の中の知見の向

上に何の追加的な貢献があるのか。」院生の時

は自分の勉強不足でこのような考え方を持って

いるのかもしれないと思い, この悩みをだれに

も打ち明けることな く一人で悶々としていた

が, このセッションでは院生の時の思いが間

違っていなかったことが確認できたので,非常

に嬉 しかった 。の。

② セッション 13:ど う研究すべきか

「異なる経済的コンテクス トは,異なる社会

的背景による異なる仮説を必要とするため,異

なる経済的コンテクス トを分析する際は,異な

る経済モデルを使わなければならない」 (S01ow

(1985),p.329)(リ ーデイングの一つに指定され

た文献)。 したがって,過去の経済モデルは現在

の経済に当てはまらないし,アメリカの経済モ

デルも,制度的文脈を無視 しない限り,他国の

経済に安易に当てはめることができない (Basu

教授のコメント)。 これは,ア メリカの実証研究

のモデルを,日 本を対象とした分析にそのまま

援用することができないことを示唆する。日本
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とアメリカはそもそも文化が異なるため,アメ

リカのモデルを日本に援用する際は,その根底

にある実態を十分吟味する作業が必要不可欠で

あると思われる。グローバル化によって各国に

おいて共通の経済制度が増えてきていても,人
間の心と行動パターンは国境を越えて簡単に比

較できるほど「グローノウレ化」されていない。

また,こ のカテゴリーでは「論文を読む際は

その論文の結論を鵜呑みするのではなく,批判

的に読むべ きである。そうすることによりそ

の文献のアイデアをより良いものにするための

RE―SEARCHが可能になる。」 (Basu教授のコ

メント)と いうことについて議論 した。

3)Follow‐ up on Class DiscussiOn

上述 した A/1ain Readingsや Extra Readings

の トピックスは毎年若干の入れ替 えはある

もののほ とん どはその まま継続 されるが
,

Follow_up on Class DiscussiOnの カテゴリーの

トピックスはその年の受講生の関心事やセミ

ナーでの議論に応 じてフレキシブルに変えられ

ているため,Follow―up on Class DiscussiOnと

名付けられている。このカテゴリーでは,研究

一般に関する論文もしくはエッセイが対象とさ

れ, 1回 のセッションで約 3編, 1学期で合計

38編の文献のリーディングが行われた。この

カテゴリーでは,M滅n Readingsの論文と関連

のある補助的な文献,研究者の倫理性,近年の

会計研究における問題点などを中心に議論が行

われた。以下,Follow_up on Class DiscussiOn

の中で Ph.D.教育一般において特に重要である

と思われるセッションの内容をビックアップし

て詳細に紹介する。

① セッション7:統計的有意は重要ではない

アーカイバルデータを用いた実証研究の手法

に偏っているアメリカでは,統計的に有意かど

うかの結論を追求する研究が大半を占めてい

る。本セッションでは, こういつた実証研究が

抱えている問題点として次のようなことが指摘

されていた。

問題点 1:多 くの研究者は統計的有意性 と

経済的重要性 を混同している。つまり,統計

的に有意であれば,経済的,政策的,科学的

にも有用であるかのように理解 している。リー

ディングの一つに指定されている Ziliak and

McCloskey(2004)に よれ ば,1980年 代 に

4merttt Econmic Pθ ヮイθ″に掲載されている

論文の中で回帰分析の論文 182編 のうち70%

に相当する論文が統計的有意を政策的・科学的

重要性,い わゆる経済的重要性 と区別 してい

なかったとされている (p.528)。 そして,199o

年代の同誌の論文中 82%に 相当するものが,

統計的に有意な相関関係は経済的にも重要な相

関関係であると誤った認識をしているとされて

いる (p.529)。

問題点 2:人 間の命 とかかわる医薬分野で

さえ先行研究の多 くの研究結果が誤っている

(Ioannidis(2005))。 そして,「会計やファイナ

ンスの領域はそれよりも悪い状況にある。」と

Basu教授はコメントした。この日の講義の最

後に,Basu教授は「先輩達が誤つた研究を繰

り返しているので,あ なたたちにできる仕事は

たくさん残っているよ。」と冗談めかして言っ

た。

社会科学系の研究者には現実世界に対する鋭

い観察力が求められている。現実世界を見ずも

しくは物事の本質を見ず,既存の数値的データ

だけに依存して結果を導こうとすると,世の中

に示唆を与えられるようなよい研究結果を導く

ことは難しい。もしくは誤つた研究結果を出し

てしまう危険性さえある。そして,人間が作

り出した既存のデータに依存する実証研究は,

データがまだ蓄積されていない領域に関しては

全く貢献ができない研究方法でもある。

② セッション10:なぜ経済学に「個人は合

理的である」という仮説が必要ないか

伝統的なミクロ経済学の理論は「個人や企業
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は合理的である」ということを前提にしてい

る。また,「利益の最大化」,「効用の最大化」

を企業や個人の行動指針として考えている。本

セッションでは,「イ固人や企業は合理的であ

る」という仮説を否定するBecker(1962)と
,

「利益の最大化」,「効用の最大化」を否定する

Alchan(1950)に ついて議論した。

Becker(1962)で は「人々は多かれ少なか

れ,『合理的行動』とは効用と利益の継続的な

最大化を目指した行動であることに合意してい

る。」と合理的行動を定義したうえ,「伝統的な

経済学者は合理的な行動をとるもののみが競争

社会でサバイバルできるチャンスをより多く得

られると主張する。」のに対し,以下の個人と

企業の行動から見てわかるように人間の行動は

必ずしも合理的であるとは言えないとする。た

とえば,主婦たち (10は しばしば非合理的な行

動をとる。というのは,「主婦たちの購買行動

は,部分的には過去の慣習によって決まり (主

婦たちは過去に買ったものを現在においても慣

習的に買う傾向が強い。),部分的には衝動で決

まる (主婦たちの行動は一貫性がなく,気まぐ

れで,衝動的であるとよく言われている。)か
らである。もちろん,主婦たちは予算制約があ

る状況の中ではある消費財の価格が高騰する

と, より安い代替材を選択するという合理的な

行動をとる場合もある。以上は,個人の非合

理的な行動の例であるが,企業の場合はどうな

のか。伝統的な経済学は企業の利益最大化の行

動を主張するときに企業の予算制約 (生産に投

入できる資源に限界があること)を考慮してい

ない。企業は予算制約がある中で常に利益を出

し, サバイバルすることが難しい。そして, 競

争から勝ち抜き,成功する企業は利益最大化を

追求した個別のケースであり,すべての企業の

行動を代表できるものではない。

Alchian(1950)で は,「『利益の最大化』はす

べての知識や情報を持つていることを前提にし

たもので,人間の行動の指針として全 く意味を

持たない。人間は不確実性 (不確実性は人間の

洞察力の不十分さ,複雑な問題を解決する能力

の不十分さにより生 じる。)と情報の不足により

試行錯誤を繰 り返 しており,自分の状況を常に

最適化できていると言えない。」とされている。

そして,生物的進化論,適者生存という自然淘

汰の考え方に基づいて,試行錯誤を繰 り返す中

で環境に適応 した行動をとるものがサバイバル

する, もしくは成功すると主張している。

筆者が院生のときは,個人や企業は合理的で

あることと,個人や企業は利益の最大化や効用

の最大化を追求することをミクロ経済学の至上

命題として教わったが,Basu教授は「 この二

つの古典を読まない院生は,大学院教育が完成

したと言えない。」とコメントした。筆者はミ

クロ経済学に対 し「人間の心や文化と大きくか

かわる社会科学を,単純化 した数式で表現でき

るのか,経済学はどうも現実離れ している。」

と思い,経済学の入国のところで「挫折」 し
,

会計の世界へ方向転換 したのである。経済学者

は「数式は少ない文字で多 くを表現できる。」

と主張しているが,それは現実離れした多 くの

仮定を前提にしているのではないかという考え

を今 も払拭できずにいる。Basu(2004)で も,

「ルールや慣例は単純化 した数式で容易にとら

えることができないし,数式モデルで規範的な

推理を行うのは賢明ではない。」とされている

(pp.344-345)。

(2)データ分析 (Data Analysis/Empirical

RepHcatiOn)

データ分析のプロジェクトは,先行研究を模

倣することでデータ分析の手法を修得するのが

目的である。CRSP(The Center fOr Research

in Security Price)や coMPusTATと Vヽ った

データベースにアクセス し,SASや STATA
という統計ソフ トを駆使 してデータ処理の ト
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レーニングを行 う。ここでは二つのプロジェ

ク トを行 うが,一 つ 目のプロジェク トでは

French and Rdl(1986)の 論文を模倣し,ま ず

論文中の期間と同 じ期間 (1963‐ 1982)の デー

タを利用 して論文 と同 じ結果が出るのか確認

し,その後直近 20年のデータを利用 して再度

テス トしその結果を分析するという内容であ

る。二つ目のプロジェクトでは Dechow(1994)

を模倣するが,一つ目のデータ分析で学習した

ものを前提 としてお り, より難易度が高かっ

た。一つ目のプロジェクトではcRSP上 のデー

タのみを利用するのに対 し,こ のプロジェクト

ではCRSP上の会計数値 とCOMPusTAT上
の株式リターンの数値を統合 した新 しいデータ

ベースを自ら構築 したうえで,Dechowのアプ

ローチで 1989年から直近までのデータを検証

するものである。

(3)査読レポー ト

査読レポー トは,Basu教授ご自身が査読 し

た論文を学生に渡 し,学生に査読者のつもりで

査読レポー トを書かせ,査読とは何かを体験さ

せるものである。まず,査読に関する参考資

料 (8編の論文記事)と 査読対象論文の第 1原

稿 を学生に渡 し,査読のコメントを書かせた。

学生の査読レポー トを回収 した後,Basu教授

による2回 にわたる査読報告書,Basu教授 と

エデイターの間で行われた数回のや り取 りの

資料,エディターと著者間のや り取 りの資料 ,

Basu教授の指摘に対する著者の回答などの資

料を学生に渡し,査読の一連のプロセスを体験

させた。

査読者,エディター,著者による実際の資料

を目にすることは, これから論文を投稿しよう

とする学生にとっては非常に貴重な経験にな

る。学生は査読のプロセスが理解できるだけで

はなく,査読のレベルがどういうものなのかも

体験できるので,今後の論文の執筆のためによ

い参考材料になる。また,将来教員になって査

読者の立場になったときに,こ のセッションで

渡された資料を振 り返 り,査読者としての心得

を復習することもできる。

(4)リ サーチ・プロポーザル

リサーチ・プロポーザルとは,受講生が各

自の研究計画を発表するものである。 3つ の

リサーチ・アイデアを提出し,その中の一つ

を中心に発表する。提出した研究計画に対 し,

Basu教授が後 日書面にてフイー ドバックを行

う。まだ 1, 2年生の学生であるため,実行

性の高い具体的な研究計画は持っていなかっ

たが,Basu教授はできるだけ早い段階で研究

テーマを見つけるようにとセミナーで繰 り返 し

強調 していた。

(5)そ の他

セ ミナー中は取 り上げ られていないが
,

Blackboardと いうシステム上にはライテイン

グやアカデミック・ライティング,プ レゼン

テーションに関する役立つ資料が数多 く紹介さ

れていた。

V むすびにかえて

以上,Basu教授による Ph.D.セ ミナーの紹

介を中心にアメリカにおける会計の Ph.D.教育

を紹介 した。アメリカの Ph.D・ プログラムは
,

アメリカの社会に適合 した人材を育成するため

のものではあるが,優秀な Ph.D。 学生を育成す

るという視点から見て,国を超えて参考にでき

る部分は大いにあると思われる。以下, 日本

の会計の Ph.D.教育への提言としてアメリカの

Ph.D.教育から得 られる示唆を述べ, またアメ

リカの教育を参考にする際の注意点として日米

の社会環境の違いを述べ,本稿のむすびにかえ

たい。
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1 アメリカの Ph.D.教育から得られる示唆

(1)イ ンテンシブなPh D.プ ログラムと学生

の成長

アメリカの Ph.Dプ ログラムは非常にインテ

ンシブで,Ph.D学生に与えるプレッシャーが

大 きい。Basu教授の Ph.Dセ ミナーからもわ

かるように膨大な文献のリーデイング等が求め

られる。一つの文献から何かを吸収しようとす

るとある程度時間を掛けて精読する必要もあ

る (精読するほどの価値はなく,単にアイデア

を得る目的で読む文献であればこの限りではな

い)が,そのような時間は与えられていない。

学生のプレッシャーが大きい方がそうでない場

合より学習効果が高いかについては疑間の余地

があるが,体系的な指導と大量の役立つ情報が

提供される環境の中では,学生の成長スピード

がそうでない環境にいるより相対的に速いと考

えられる。学生自身が模索しながら学習する環

境は,学生の問題発見能力を育てる意味では優

れた指導方法であるが,プログラム中の成長ス

ピードに関しては学生によって大きくばらつき

が出てくる可能性がある。

(2)理論 。研究手法と有意義な研究

Basu教授のセミナーで経済理論や統計手法の

問題点が指摘されているように,学生に理論を

教えると同時にその理論の限界も教え,特定の

研究方法を教えると同時にその研究方法の限界

も教えるべきである。経済理論の限界,研究方

法の限界を認識することが,世の中に役立つ研

究とは何か,革新的な研究とは何かについて真

剣に考えるきっかけになる。研究のための研究

ではなく,世の中に役立つ研究をしようする意識

をPh D.学生にオ直えイ寸ルナることは,Ph.D.教育に

おいて非常に重要であると思われる。

(3)教員の講義負担とPh.D.教育の質

教員の講義負担が少ないことが,Basu教授

のように Ph.D.セ ミナーにエネルギーを注げら

れる要因の一つであると考えられる。Basu教

授の場合,2014年 秋学期は学部の講義 2コ マ

(一つの科 目の重複講義としての2コ マ),2015

年春学期 は Ph.D.セ ミナーの 1コ マのみを担

当 していた。他の教員たちも日本に比べ担当

コマ数が非常に少ない印象を受けた (10。
教員

の担当コマ数が多 くなると,一つの講義に配

分できるエネルギーは当然少なくなる。また,

Ph.D.教 育は学部教育と異な り,教員の研究能

力が指導能力を決定する最も重要な要因の一つ

である。講義負担と研究の生産性に負の相関が

あるとま旨摘されている (Burke et al.(2008),p.

38,Cargile and Bublitz(1986),p.178)よ うに,

Ph.D.教育者の講義負担を減 らし,十分な研究

時間を確保することは Ph.D教育の質を高める

ために必要であると考えられる。

(4)潤沢な資金援助と国際競争力

Ph.D.学生に対する大学からの潤沢な資金援

助は,学生が学業に専念できる環境を作 り,結
果として国としての研究能力の国際競争力につ

ながると考えられる。

2 アメリカ社会と日本社会の違い

以上アメリカ Ph.D.教育から参考にできる4

点を述べたが, アメリカの教育は何 もかもが良

くて吸収すべきということを言っているのでは

ない。それは,前述 したようにアメリカのや り

方はアメリカの社会環境に適合 したものである

からである。

アメリカは移民国家であるため,多様 な

人種が共存 し,多様な文化が併存 している。

Ph.D.学生たちや教員たちも多様な民族的バ ッ

クグランドの所有者である。様々な文化や考え

方が混在する環境の中で,健全な競争を保つた

めには明確な基準が必要となる。アメリカの大

学ランキングを重視する文化,教員のテニュァ
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制度,実証研究一辺倒の現状は明確な基準の産

物であるように思われる。大学の知名度を上げ

るためにランキングを重要視することは正 しい

戦略であるが,ラ ンキングを重要視するあまり

にランキングの評価項目だけが注目され,評価

項 目になっていない要素は度外視され別の問題

を引き起こす恐れもある。テニュア制度は教員

を激励するための一つの方法ではあるが,教員

の凄まじいプレッャーの元凶でもある (1の
。過

度なプレッシャーは単純労働のパフォーマンス

を上げるためには効果的かもしれないが,創造

的な仕事をする上では必ずしもプラス的な効果

ばかりであるとは限らない。倉1造的な仕事や倉1

造的な研究は,真にその仕事が好きであるとい

う心 (1° と,あ る程度ゆとりのある自由な環境

の中で生まれる。実証研究一辺倒も明確な基準

による現象であると考えられる。数値的データ

を駆使 して論証すると一見客観的,科学的であ

るかのように見える。実際は多 くの研究が誤つ

ていることについては第Ⅳ節で述べた通 りであ

る。物事の本質への探究よりも,数値的データ

を使う研究手法に拘るため,実務家から見れば

全 く意味のない論文もしくはそもそも誤ってい

る論文が トップ 。ジャーナルでもしばしば散見

される。基準を明確にすることには良し悪しが

あるので,バランスの取れた基準作 りが重要で

ある。

日本は多民族で多様な考え方が存在するアメ

リカとは異なってほぼ単一民族で構成されてお

り,他の国と比較 して国民の均一性が非常に高

い社会である。そして, 日本は競争よりも和を

重んじる社会で,周 りとの調和を保ちながら物

事を進める傾向が強い。アメリカはお金でイン

センティブを与える社会であるが,日 本では一

部の企業を除き金銭的なものでインセンティブ

を与える手法はそれほど積極的に使われていな

い。つまり, 日本はアメリカと異なる部分が多

いためアメリカのやり方をそのまま吸収する必

要はないが,吸収できる部分を見つけて部分的

な改善を行えばより優れた教育につながるので

はないかと思う。

〈謝辞〉本稿は, 日本会計研究学会第 74回大

会の自由論題報告に加筆・修正 したものであ

る。報告当日の司会を務めてくださった浦崎直

浩先生 (近畿大学)を はじめ,会場にてコメン

トおよび質問を頂いた柴健次先生に謝意を表し

たい。また,佐藤倫正先生 (愛知学院大学 ),

向伊知郎先生 (愛知学院大学),澤邊紀生先生

(京都大学),山田康裕先生 (立教大学),藤井

秀樹先生 (京都大学),Sudipta Basu先生 (テ

ンプル大学),西井和夫先生 (流通科学大学),

松本敏史先生 (早稲田大学),八重倉孝先生

(早稲田大学), 2名 の匿名の査読者の先生方よ

り,有益なコメントと励ましの言葉を頂戴した

(諸先生方のお名前はコメントを頂いた順によ

る)。 この場を借 りて重ねてお礼申し上げたい。

(注 )

(1)Accounting Departmentの 中 0こ Undergradtl

ate,MBA,Ph.Dプ ログラムが設置されている

ので,Accounthg Departmentと いう用語には

日本で言う「学部」と「研究科」の両方が含ま

れている。本稿ではAccotlning Departmentを

「会計学部」と訳すが,特段説明がない限り「学

部」と「研究科」の両方を含む意味で用いる。

(2)日本では修士課程を意味する「博士前期課程」,

研究者育成を目的とした「博士後期課程」とい

う言い方をしており, どちらにも「博士」とい

う用語が含まれている。本稿では後者のみを検

討しており,「博士後期課程」の代わりに便宜上

「Ph D」 という表現を用いる。

(3)ア メリカのPh Dプログラムの現状を確認で

きる先行研究としてNoland et al.(2007),Behn

et al(2008),Stephens et al(2011),Gary et al.

(2011),Fogarty et al(2012),Apostolou et al.

(2013)等多数ある。ここでの紹介は主に,最新

のサーベイ結果を網羅的に示しているBrink et
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al.(2012)に 基づいている。当該研究ではデータ

収集方法として88の大学の Webサ イ トヘの調

査,14人の Ph.Dプログラム・コーディネーター

ヘのインタビューおよび260人の Ph.D.学生から

得られたアンケー ト調査の 3つが採用されてい

る。

(4)2015年 5月 26日 ,FOXビ ジネス・スクー

ル会計学部の Ph Dプログラム・コーディネー

ターであるJagalmathan Krishnan教 授にインタ

ビューを行った。

(5)「 アナリティカル」と「数学的モデル」を合わ

せて「TheOreucal」 として分類される場合もあ

る。

(6)AOS:AccOlmting・ organizations and SOciety,

CAR: COntemporary Accounting Research,

」AE:Journa1 0f Accounting EconOmics,JAR:

」Ourna1 0f AccOtlnting Rcsearch,RAST:Re宙 ew
of Accounting Studies,TAR:The AccOunting

Revlew

(7)Temple un市 ersity FOX Schoo1 0f Business

(2014),49頁 より引用 した。

18)テ ンプル大学会計学部 HP http//www.fox

temple edu/cms_acadernics/Ph.D/accounting/,

2015年 5月 24日付取得。

(9)1年 目と 2年 目の終了時 に Comprehensive

Exalnが実施 される大学 もある。

l101 開講される Ph D.セ ミナーは,年度によって若

干変動する。

00 ここでいう学内研究セミナーは,テ ンプル大

学の招待を受けた外部の研究者がテンプル大学

内で発表する研究会を指す。発表当日の朝,招
待を受けた発表者は Ph D.学生たちと朝食を取

り,発表後もPh D.学生たちと交流するセッショ

ンが設けられている。

Ca FOXビジネス・スクールでは,Ph.D.学生が

学部生向けのティーチングとリサーチ・アシス

タントのうち一つを選べるようになっている。

l131 1セ ッションとは時間割上 2時 間半の講義で

あるが,筆者が参観した他のセミナーでも約 4

時間にわたって行われていた。

l141 ここでは,統計的手法や数学的モデルを用い

た研究すべてを否定しているのではなく,当該

研究手法を用いた研究に存在する問題点を指摘

している。

① ここではhOuseh01dsを より直観的にとらえや

すくするため,日 本の社会的文脈に合わせて「主

婦」という言葉に意訳する。

t⑥ アメリカの大学はリサーチ・スクールとティー

チング・スクールに分けられている。テイーチ

ング・スクールの教員やリサーチ・スクールの

テイーチング・ トラックで採用された教員 (大

学から研究業績は期待されず,教育のみに専念

する教員のことで,テ ニュァが取れない教員を

さす。)の場合は,担当コマ数が多い。

l171 Strawsera et al.(2000)に よれば,テニュァ・

トラックで採用され, これからテニュアのポジ

ションを得ようとする教員らにとって,雇用の

安定 (」ob security)は 自己実現の次にくる重

要な問題である。また,テニュァ制度の導入に

より,会計教員の雇用の機会 (」ob market)が

1970年 に比べ増加 したにもかかわらず雇用不安

定の問題はより深刻になっているとされている

(p.337)。

l181 研究することを心から愛し,情熱をもって研

究に取 り組む教員は,単に昇進や昇給のために

論文を書いている教員より質の高い研究成果を

出すとされている (stOne(1996),p192)。
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